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１ 統一的な基準による財務書類作成の経緯

○ 経 緯
・岐阜県では、平成１１年度決算（H13.4公表）以降、貸借対照表等の財務書類を作成・公表してきました。

・他の地方公共団体でも同様の取組みが行われていましたが、財務書類の作成基準に差異があったため、総務省において統一的な
基準が示され（H26.4月）、地方公共団体に対して、平成２９年度までに同基準に基づく財務書類を作成するよう要請されました。

・本県も平成２９年度（平成２８年度決算）から統一的な基準に基づく財務書類を作成しており、今回は令和５年度決算の財務書
類を作成したため、その概要を以下にお示しします。

※本資料は、特に断りのない限り「全体（一般会計、特別会計及び企業会計）」をベースにまとめたものです。

≪参考：従前の作成基準（岐阜県基準）との主な違い≫

統一的な基準により作成した財務書類の概要

≪会計の範囲≫
・「一般会計等」、「全体」、「連結」の会計範囲は

以下のとおりです。

○一般会計
○特別会計

公債管理特別会計
用度事業特別会計
中小企業振興資金貸付特別会計
就農支援資金貸付特別会計
県営住宅特別会計
地方独立行政法人資金貸付特別会計
林業改善資金貸付特別会計
母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計
徳山ダム上流域公有地化特別会計

国民健康保険特別会計
○地方公営企業会計

流域下水道事業会計
水道事業会計
工業用水道事業会計

○地方独立行政法人、公立大学法人
岐阜県総合医療センター
岐阜県立多治見病院
岐阜県立下呂温泉病院
岐阜県立看護大学

○一部事務組合
岐阜県地方競馬組合

○地方三公社
岐阜県土地開発公社、岐阜県住宅供給公社

○第三セクター等（２６法人）
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従来の基準 統一的な基準

計上する
※所有外資産…県管理国道、一級河川、砂防などの
　　　　　　　用地や施設

計上しない
（ただし、固定資産台帳には計上する）

計上しない
※付随費用…造成費、測量・登記費、補償費、付属
　　　　　　設備費等

計上する

計上しない
※ファイナンスリース取引
　…解約不能で借り手が最後まで使用することが想
　　定されるリース取引

計上する

〇事業用資産…定率法
〇インフラ資産…定額法

〇全て定額法

開始時
〇建物、土地（インフラ用地は除く）…公有財産台
帳価格（評価額）
〇その他…取得原価

〇取得原価が判明している資産…取得原価
〇取得原価が不明な資産…再調達原価
〇ただし、昭和５９年以前に取得した道路の敷地等
　については、備忘価額（１円）

開始後 同上 〇取得原価とし、再評価は行わない

〇自動車…全て
〇美術品…全て
〇その他…１００万円以上

〇自動車…５０万円以上
〇美術品…３００万円以上
〇その他…１００万円以上

計上しない 計上する

引当経理はおこなわない 将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

引当経理はおこなわない
6月支給予定の期末・勤勉手当＋共済費の3月末期間
相当額を計上

評価
基準

減価償却の方法

ファイナンスリー
ス取引

資産取得に付随す
る費用

所有外資産

無形固定資産

損失補償等引当金

賞与等引当金

固
定
資
産

引
当
金

物品の計上



【主な増減要因】    （単位：億円）

○資 産          ＋８６（ 23,007 →23,093）

・事業用資産      △２０（  3,895 → 3,875）

岐阜総合学園高等学校の新校舎完成などにより建物資産が増

 （＋４７）となった一方、建物減価償却累計額の増加による減

 （△６６）などにより減少

・インフラ資産        △５２（ 14,676 →14,624）

道路工作物の増などにより建設仮勘定が増（＋１８１）となった

一方、減価償却累計額の増加による減（△３１６）などにより減少

・流動資産  ＋２４４（ 1,005→ 1,249）

定年延長に伴い創設した退職手当基金の増（＋４２）などにより

増加

○負 債            ＋１８４（ 21,351 →21,535）

・地方債、１年内償還予定地方債等 ＋２０（ 18,549 →18,569）

臨時財政対策債の残高減（△２５３）等がある一方、公共事業等

債の残高増（＋１６８）、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

の残高増（＋１１４）などにより増加

・固定負債（その他）     ＋１５７（ 2,558 → 2,715）

職員数増による退職手当引当金の増（＋１９７）などにより増加
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２ 令和５年度財務書類のポイント

貸借対照表（ＢＳ）

・会計年度末時点の県の財政状態を明らかにすることを目的に作成したもので、「資産の部」「負債の部」「純資産の部」から構成されています。

・本表では、左側に行政サービスを提供するために県が所有する「資産」を記載し、右側には資産を形成するための財源を示す「負債」（今後の世代の負担

となる県の債務）と「純資産」（これまでの世代の負担）を記載しています。

・左右が必ず一致することからバランスシート（ＢＳ）とも呼ばれます

○令和５年度のポイント

資 産：２兆３，０９３億円で、前年度末時点に比べて８６億円増加しています（主な増減理由は、下記のとおりです）。

負 債：２兆１，５３５億円で、前年度末時点に比べて１８４億円増加しています（主な増減理由は、下記のとおりです）。

純資産：資産と負債の差引により１，５５８億円となり、前年度末時点に比べて９８億円減少しています。

４年度末 ５年度末 増減 ４年度末 ５年度末

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 22,003 21,844 △ 158 固定負債 19,862 19,946 84

有形固定資産 19,013 18,915 △ 98 地方債 17,304 17,231 △ 73

事業用資産 3,895 3,875 △ 20 その他 2,558 2,715 157

インフラ資産 14,676 14,624 △ 52 流動負債 1,489 1,589 100

その他 442 416 △ 26 1,245 1,338 93

無形固定資産 545 529 △ 16 その他 244 251 7

2,444 2,400 △ 44 21,351 21,535 184

基金 1,431 1,282 △ 149 ( 14,912 ) ( 15,349 ) ( 437 )

その他 1,013 1,118 105

流動資産 1,005 1,249 244

現金預金 415 383 △ 32

基金 519 790 271

その他 71 76 5 1,656 1,558 △ 98

繰延資産 0 0 0 ( 8,095 ) ( 7,744 ) ( △ 352 )

注）１　（　）書きは、負債計上されている臨時財政対策債を純資産に振り替えた値である。

　　２　管理者（県）と所有者（国）が異なる「指定区間外の国道」と「指定区間の一級河川」は資産として計上していない。

　　　　「指定区間外の国道」と「指定区間の一級河川」の令和５年度末資産残高は、7,290億円である。

　　３　端数処理により、内訳と計及び増減が一致しない場合がある。

23,007 23,093 86

純資産合計

資産合計 23,007 23,093 86 負債及び純資産合計

負債合計

科 目 科 目 増減

投資その他の資産

１年内償還予定地方債等

　（単位：億円）
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２ 令和５年度財務書類のポイント

行政コスト計算書（ＰＬ）

・資産形成に結びつかない県の１年間の行政サービスの提供等にどれだけのコスト（費用）が必要だったかを示すほか、行政サービスの提供により得られた

収益（使用料や手数料など）がどれだけあったかを示します。

・なお、費用には、現金支出を伴わない減価償却費や退職手当引当金など、現金主義会計では補足できなかった非現金コストも計上し、会計年度毎の適正な

期間損益計算を行うこととしています。

【主な増減要因】    （単位：億円）

○経常費用          △４６７（ 10,080 → 9,613）

新型コロナ感染症の５類移行に伴う新型コロナウイルス

感染症宿泊療養施設運営事業費の減（△１２４）や、新型

コロナウイルス感染症拡大防止協力金の皆減（△１７７）

などにより減少

○経常収益              ＋１２４（ 331→ 455）

・中小企業制度融資貸付金の金融機関からの返還金の増

（＋１１５）などにより増加

○臨時損失            △８８（ 164 → 76）

・災害復旧事業費の減（△８２）などによる減少

○臨時利益              ＋１５（ 12 →  27）

・損失補償等引当金の戻入額の増（＋３）などによる増加

○令和５年度のポイント

・経常費用は９，６１３億円、経常収益は４５５億円で、これらを差し引きした純経常行政コストは９，１５８億円となっています。

・経常収益の内訳は、公共施設利用等の使用料及び手数料１８３億円と、宝くじ収益金や各種負担金などのその他経常収益２７２億円となっています。

・純経常行政コストに、災害復旧事業費などの臨時損失や生産物売払収入などの臨時利益の差引額を加えた純行政コストは９，２０７億円です。

（単位：円）

４年度末 ５年度末 県民一人あたり

 1 経常費用 10,080 9,613 △ 467 488,499

業務費用 4,748 4,969 221 252,531

人件費 2,293 2,453 160 124,655

物件費等 1,745 1,784 39 90,649

その他 710 733 23 37,228

移転費用 5,332 4,644 △ 688 235,967

 2 経常収益 331 455 125 23,142

 3 純経常行政コスト（1-2） 9,749 9,158 △ 591 465,357

 4 臨時損失 164 76 △ 88 3,879

災害復旧事業費 140 58 △ 82 2,963

資産除売却損 16 16 △ 0 789

その他 8 3 △ 5 126

 5 臨時利益 12 27 16 1,384

資産売却益 6 7 1 381

その他 5 20 14 1,003

 6 純行政コスト（3+4-5） 9,901 9,207 △ 695 468,233

※端数処理により、内訳と計及び増減が一致しない場合がある。

（単位：億円）

科　目 増　減



【主な増減要因】    （単位：億円）

○業務活動収支              ＋１０２（ 332 → 434）

 ・業務支出       △７３７（ 9,615 →8,878）

 新型コロナ感染症の５類移行に伴う新型コロナウイルス感染症宿泊療養

 施設運営事業費の減（△１２４）、新型コロナウイルス関係病床確保事業

費補助金の減（△１７８）などにより減少

 ・業務収入               △６６９（ 10,017 →9,348）

 国補助金である新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の減

（△３５０）などにより減少

○投資活動収支               ＋３４（ △523 →△489）

 ・投資活動支出           △１１１（ 1,373 → 1,262）

  県庁舎再整備事業費の減（△１３５）などにより減少

 ・投資活動収入       △７６（ 850 → 774）

   財政調整基金繰入額の減（△１０９）などにより減少

〇財務活動収支  △１７８（ 200 → 22）

 ・財務活動支出       ＋２０５（ 1,561 → 1,766）

 地方債償還支出の増（＋２０５）などにより増加

 ・財務活動収入 ＋２６（ 1,761 → 1,787）

 災害復旧事業債発行額が減（△４３）した一方で、県立多治見病院の

 診療棟建設に伴う病院事業債の増（＋７９）などにより増加 4

２ 令和５年度財務書類のポイント

資金収支計算書（ＣＦ）

・会計期間中の資金の流れを「業務活動」「投資活動」「財務活動」の３つの区分で示したもので、現金の収支という点では歳入歳出決算書に近いものです。

「業務活動」･･･経常的な行政サービスを提供するための現金のやりとり

「投資活動」･･･固定資産の取得や、基金の積立て・取崩し、資金の貸付け・回収などにかかる現金のやりとり

「財務活動」･･･地方債の借入れなど、外部からの資金調達に係る現金のやりとり

○令和５年度のポイント

業務活動収支が４３４億円、投資活動収支が△４８９億円（※）、財務活動収支が２２億円となり、本年度末資金収支額は△３３億円となっています。

これに前年度末資金残高を加えた本年度末資金残高は３５９億円となっています。

※投資活動支出には固定資産を取得するための支出が含まれますが、固定資産取得に係る地方債発行収入は財務活動収支に計上されるため、投資活動収支は基本的にマイナスとなります

（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 9,615 8,878 △ 737 451,163

業務費用支出 4,291 4,263 △ 28 216,630

移転費用支出 5,324 4,615 △ 709 234,533

業務収入 10,017 9,348 △ 669 475,057

臨時支出 145 62 △ 82 3,174

臨時収入 75 26 △ 49 1,324

業務活動収支① 332 434 102 22,044

【投資活動収支】

投資活動支出 1,373 1,262 △ 111 64,140

投資活動収入 850 774 △ 76 39,311

投資活動収支② △ 523 △ 489 35 △ 24,829

【財務活動収支】

財務活動支出 1,561 1,766 205 89,727

財務活動収入 1,761 1,787 27 90,825

財務活動収支③ 200 22 △ 178 1,098

9 △ 33 △ 42 △ 1,687

384 392 9 19,938

392 359 △ 33 18,251

※端数処理により、内訳と計及び増減が一致しない場合がある。

県民一人あたり

本年度資金収支額④（①+②+③）

前年度末資金残高⑤

本年度末資金残高⑥（④+⑤）

科　目 ４年度末 ５年度末 増減

（単位：億円）



３ 財務書類から分かる各種指標等

・財務書類の作成を通じ、従前の官庁会計では把握できなかった各種指標の算出などが可能となります。
・今後も、本県における経年分析や、他団体との比較分析の充実などを通じ、財政運営の傾向を明らかにしていくことで、財政マ
ネジメントの強化に努めてまいります。

・なお、これらの指標については、「一般会計等」の数値に基づき作成しています。

資 産
１１１万１千円
(１０９万８千円)

負 債
１０５万８千円
(１０４万０千円)

純資産
５万３千円
(５万８千円)

費 用
４０万３千円
(４２万７千円)

純行政コスト
３８万２千円

(４１万３千円)

収 益
２万１千円
(１万４千円)

県民１人あたりの資産・負債・純資産 県民１人あたりの収益・費用・純行政コスト

岐阜県の住民基本台帳人口 1,967,862人（R6年1月1日現在）
※（ ）書き内はR4年度末の数値

行政目的
有形固定
資産額

構成比

１
生活インフラ・国土保全
（道路、橋りょう、公園、県営住宅など） 13,873 78.2

２
教育
（高等学校、特別支援学校、図書館など） 1,275 7.2

３
福祉
（子ども相談ｾﾝﾀｰ、高齢福祉施設、福祉友愛プールなど） 126 0.7

４
環境衛生
（看護・衛生専門学校、希望が丘こども医療福祉センターなど） 64 0.4

５
産業振興
（ソフトピアジャパン、アクティブＧ、試験研究機関など） 535 3.0

６
総務
（県庁舎、総合庁舎、県民ふれあい会館、清流文化プラザなど） 1,581 8.9

７
警察
（警察本部庁舎、警察署、交番・駐在所など） 281 1.6

有形固定資産 合計 17,735 100.0

（単位:億円、％）

・「将来世代負担比率」は、有形固定資産などの社会資本が地方債の借入、つま
り将来世代の負担によって調達された割合を示す指標です。

・前年度と比べ、分子となる地方債残高が増加したことなどにより、将来世代負
担比率は２.３ポイント上昇し、６７.３％となっています。

・これは、前年度と比べて将来世代の負担の比重が大きくなったことを意味しま
す。

６７．３％（前年度６５．０％）

県民一人あたりの資産等の状況

有形固定資産の行政目的別割合

将来世代負担比率

5

有形固定資産減価償却率

・県が保有する有形固定資産（償却資産）の有形固定資産減価償却率は前年度から
１．３ポイント上昇し、６３．３％となっています。

・これは、県の保有する有形固定資産全体では経年の程度が進んだことを示してい
ます。

６３．３％（前年度６２．０％）
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４ 解説

各種指標の解説 純資産変動計算書も含めた４表の関係

・財務書類は「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資

金収支計算書」の４つの表で構成され、以下のような関係で相互につながっ

ています。

※純資産変動計算書…貸借対照表で示される「純資産」の期首の残高と期中の増減、

及びこれらの差し引きとして期末残高を示すものです

資 産（①）
２３，０９３

負 債（②）
２１，５３５

純資産
（①－②）
１，５５８

経常費用（Ａ）
９，６１３

経常収益（Ｂ）
４５５

臨時損失（Ｃ）
７６

臨時利益（Ｄ）
２７

純行政コスト
（Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ）

９，２０７

前年度末純資産（ａ）
１，６５６

純行政コスト（ｂ）
９，２０７

税収、国庫補助金等（ｃ）
９，１０９

本年度末純資産
（ａ－ｂ＋ｃ）

１，５５８

業務活動収支（１）
４３４

投資活動収支（２）
△４８９

財務活動収支（３）
２２

前年度末資金残高（４）
３９２

本年度末資金残高
（１＋２＋３＋４）＝（５）

３５９

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

貸借対照表

うち現金預金
３８３

＋
歳
計
外
現
金
24

（単位:億円）

・県民一人あたりの資産等

「県民一人あたりの資産・負債・純資産」は、貸借対照表における「資産合計」
「負債合計」「純資産合計」を住民基本台帳人口で除したもので、将来世代に残
る資産、負債、純資産を県民一人がどれくらい持っているかを示す指標です。
 
＜算出式＞ 資産（負債、純資産）合計 ÷ 住民基本台帳人口

「県民一人あたりの収益・費用・純行政コスト」は、行政コスト計算書で算出さ
れる「収益」「費用」「純行政コスト」を住民基本台帳人口で除したもので、行
政活動によって生じる収益、費用、必要な経費が県民一人にどれくらいかかって
いるかを示す指標です。

＜算出式＞ 収益（費用、純行政コスト） ÷ 住民基本台帳人口

・将来世代負担比率

「将来世代負担比率」は、有形固定資産などの社会資本等に対して、財源のうち
将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資産等形成充当負債の割合）を
算出し、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を表す指標です。

＜算出式＞ 地方債残高（※） ÷ 有形・無形固定資産合計

※地方債残高から以下を控除したもの
臨時財政特例債、減税補填債、臨時税収補填債、臨時財政対策債、減収補填債特例分

・有形固定資産減価償却率

「有形固定資産減価償却率」は、貸借対照表に掲載される「有形固定資産」のう
ち、非償却資産である土地や立木竹、建設仮勘定などを除いた償却資産の取得価
額に対する減価償却累計額の割合です。
つまり、償却資産の経年の程度を表すものですが、当該割合の高低が、建替えの
必要性や安全性の有無を直接意味するものではないことに留意が必要です。

「貸借対照表」の「減価償却累計額」
＜算出式＞

 「貸借対照表」の「償却資産の額＋減価償却累計額」
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